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は
じ
め
に
│
│
債
務
の
累
増
と
法
的
規
律

二．

公
債
の
意
義
と
問
題

三．
「
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
ル
ー
ル
」
の
問
題
点

四．

お
わ
り
に
│
│
起
債
制
限
と
法
律
学
の
視
点

一．

は
じ
め
に
│
│
債
務
の
累
増
と
法
的
規
律

１．

ド
イ
ツ
の
債
務
状
況
と
債
務
規
律

五
五



「
ド
イ
ツ
基
本
法
一
一
五
条
旧
規
定
『
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
ル
ー
ル
』
の
問
題
点
―
財
政
規
律
の
法
的
性
格
と
公
債
」

五
六

第
二
次
大
戦
後
の
ド
イ
ツ
の
再
興
の
時
期
に
当
た
る
一
九
五
〇
年
代
及
び
六
〇
年
代
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
対
す
る
債
務
残
高
の
割
合
は
、
二
〇
％
前
後
で

安
定
的
に
推
移
し
て
い
た
。
し
か
し
、
一
九
七
〇
年
の
六
三
〇
億
ユ
ー
ロ
か
ら
二
〇
〇
八
年
の
一
兆
五
八
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
へ
と
、
債
務
残
高
は
約
二

五
倍
に
増
え
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
も
一
九
七
〇
年
の
一
八
％
か
ら
二
〇
一
〇
年
に
は
八
三．

二
％
に
増
大
し
て
い
る
。
ち
な
み
に
、
わ
が
国
の
二
〇
一
〇
年

度
末
の
公
債
残
高
は
八
六
二
兆
円
（
約
七
兆
五
〇
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
〔
一
ユ
ー
ロ
＝
一
一
五
円
で
換
算
〕）
で
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
一
八
一
％
で
あ
る
。

一
九
四
九
年
五
月
の
ド
イ
ツ
連
邦
共
和
国
基
本
法
に
お
け
る
公
債
に
関
す
る
規
定
は
、
ワ
イ
マ
ー
ル
憲
法
八
七
条
の
規
定
を
引
き
継
い
で
い
る
（
１
）
。

そ
れ
は
、
起
債
の
禁
止
及
び
対
象
に
関
連
し
た
例
外
を
定
め
る
規
定
と
し
て
、
文
言
的
に
は
、
一
九
二
〇
年
一
一
月
三
〇
日
の
プ
ロ
イ
セ
ン
自
由
国

家
憲
法
六
五
条
に
遡
る
も
の
で
あ
り
、
ド
イ
ツ
の
財
政
憲
法
の
伝
統
に
基
づ
い
て
い
る
（
２
）

。
こ
れ
が
、
一
九
六
七
年
及
び
六
九
年
の
財
政
憲
法
改
革
に

お
い
て
、
問
題
と
な
る
基
本
法
一
一
五
条
旧
規
定
（
い
わ
ゆ
る
「
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
ル
ー
ル
」）
へ
と
改
正
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（
３
）

。

こ
の
基
本
法
旧
一
一
五
条
一
項
二
文
に
よ
れ
ば
、「
起
債
に
よ
る
収
入
は
、
予
算
案
に
見
積
も
ら
れ
た
投
資
支
出
の
総
額
を
超
え
て
は
な
ら
ず
、

経
済
全
体
の
均
衡
の
か
く
乱
を
除
去
す
る
た
め
に
の
み
例
外
が
許
さ
れ
る
」
と
さ
れ
た
（
４
）
。
例
外
条
項
に
い
う
「
経
済
全
体
の
均
衡
の
か
く
乱
」
に
つ

い
て
は
、
経
済
安
定
成
長
促
進
法
（StbG

）
一
条
二
項
が
（
５
）

、「
経
済
全
体
の
均
衡
」
の
構
成
要
素
を
、
物
価
水
準
の
安
定
、
高
い
雇
用
率
、
対
外
経

済
的
均
衡
、
並
び
に
継
続
的
及
び
適
切
な
経
済
成
長
（
い
わ
ゆ
る
「
魔
法
の
四
陣
角
」）
と
具
体
化
し
て
い
た
（
６
）

。
し
た
が
っ
て
、
通
常
の
景
気
状
況

に
お
い
て
は
、
新
規
の
起
債
（
７
）

は
明
確
に
規
定
上
の
起
債
制
限
以
下
に
保
持
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に
な
る
（
８
）

。
し
か
し
、
七
〇
年
以
降
、
憲
法

改
正
者
の
意
図
と
は
裏
腹
に
、
債
務
状
況
は
急
上
昇
し
て
い
る
。
起
債
な
し
に
や
り
く
り
さ
れ
た
連
邦
予
算
は
、
皮
肉
に
も
一
九
六
九
年
度
が
最
後

で
あ
る
（
９
）
。
公
債
政
策
の
推
進
者
に
と
っ
て
ま
さ
し
く
「
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
ル
ー
ル
」
と
な
っ
た
の
で
あ
る
（
10
）。

こ
の
こ
と
は
、
毎
年
度
の
予
算
に
お
け
る
新
規
起
債
額
を
追
っ
て
み
る
と
、
さ
ら
に
明
ら
か
と
な
る
（
11
）。
一
九
八
五
年
か
ら
二
〇
〇
九
年
ま
で
の
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二
五
の
予
算
年
度
に
お
い
て
、
新
規
起
債
総
額
六
二
三
四
億
ユ
ー
ロ
は
、
こ
の
同
じ
期
間
に
な
さ
れ
た
投
資
支
出
の
総
額
六
三
九
〇
億
ユ
ー
ロ
と
ほ

ぼ
同
額
で
、
こ
の
期
間
全
体
と
し
て
み
れ
ば
、
起
債
は
ほ
ぼ
上
限
い
っ
ぱ
い
に
利
用
さ
れ

て
い
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
期
間
の
実
質
的
成
長
率
は
、
平
均
し
て
年
約
二
％
で
あ
る
が
、

こ
の
期
間
、
す
べ
て
の
予
算
年
度
に
お
い
て
起
債
が
な
さ
れ
て
い
る
。
特
に
、
一
一
の
予

算
年
度
に
お
い
て
起
債
限
度
を
超
え
て
い
る
。
と
り
わ
け
、
二
〇
〇
二
年
度
か
ら
二
〇
〇

六
年
度
、
及
び
二
〇
〇
九
年
度
に
お
い
て
は
、
こ
の
限
度
は
、
著
し
く
超
過
さ
れ
て
い
る
。

他
方
、
新
規
起
債
額
が
投
資
支
出
の
五
〇
％
を
下
回
っ
た
年
は
な
い
。
も
っ
と
も
低
か
っ

た
の
は
一
九
八
九
年
の
五
三
％
で
あ
る
。

２．

本
稿
の
課
題

わ
が
国
の
公
債
発
行
制
限
に
か
か
る
規
律
は
財
政
法
四
条
で
あ
る
（
12
）。
公
債
発
行
又
は
借

入
金
を
な
す
こ
と
を
原
則
と
し
て
禁
止
し
、
例
外
的
に
公
共
事
業
、
出
資
金
及
び
貸
付
金
の
財
源
と
す
る
場
合
に
限
っ
て
国
会
の
議
決
を
経
た
金
額

の
範
囲
内
で
認
め
ら
れ
る
に
す
ぎ
な
い
形
を
と
っ
て
い
る
。
ド
イ
ツ
と
比
べ
、
法
律
と
憲
法
と
い
う
、
質
の
点
で
非
常
に
大
き
な
相
違
は
み
ら
れ
る

も
の
の
、
機
能
不
全
に
陥
っ
て
い
る
状
況
は
、
ド
イ
ツ
の
比
で
は
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

前
記
の
よ
う
に
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
も
、
累
積
す
る
債
務
を
制
御
す
る
こ
と
は
う
ま
く
い
か
ず
、
二
〇
〇
四
年
度
予
算
法
律
に
つ
き
な
さ
れ
た
連

五
七
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「
ド
イ
ツ
基
本
法
一
一
五
条
旧
規
定
『
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
ル
ー
ル
』
の
問
題
点
―
財
政
規
律
の
法
的
性
格
と
公
債
」

五
八

邦
憲
法
裁
判
所
で
の
規
範
統
制
に
お
い
て
は
、
法
律
上
の
起
債
制
限
の
有
効
性
に
関
す
る
疑
念
が
示
さ
れ
て
い
た
（
13
）。
ま
た
、
起
債
制
限
の
議
論
が

連
邦
と
州
の
財
政
関
係
の
現
代
化
の
た
め
の
連
邦
議
会
及
び
連
邦
参
議
院
の
委
員
会
（
い
わ
ゆ
る
第
二
次
連
邦
制
度
委
員
会
）
の
テ
ー
マ
に
入

れ
ら
れ
（
14
）、
こ
れ
に
つ
き
、
専
門
部
会
に
お
い
て
、「
国
家
債
務
を
効
果
的
に
制
限
す
る
」
と
の
意
見
書
が
決
議
さ
れ
、
こ
れ
に
基
づ
き
、
二
〇
〇
九

年
八
月
一
日
、
基
本
法
の
改
正
の
た
め
の
法
律
（
九
一
ｃ
条
、
九
一
ｄ
条
、
一
〇
四
ｂ
条
、
一
〇
九
条
、
一
〇
九
ａ
条
、
一
一
五
条
、
一
四
三
ｄ
条
）

が
発
効
し
た
（
15
）。
こ
れ
に
よ
り
、
起
債
に
よ
る
財
源
調
達
を
よ
り
厳
し
く
制
限
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
新
し
い
規
定
の
検
討
は
別
稿
に
譲
る
こ
と
と

す
る
が
、
こ
れ
と
並
ん
で
わ
が
国
に
と
っ
て
貴
重
な
の
は
、
一
九
六
九
年
改
正
の
基
本
法
旧
一
一
五
条
の
も
と
で
蓄
積
さ
れ
た
起
債
制
限
の
四
〇
年

に
わ
た
る
経
験
と
そ
こ
で
浮
き
上
が
っ
た
規
律
の
あ
り
方
に
関
す
る
議
論
で
あ
る
。

債
務
累
増
の
原
因
は
、
ド
イ
ツ
再
統
一
や
鉄
道
改
革
と
の
関
連
で
の
特
別
財
産
の
構
築
と
い
う
特
殊
事
情
が
あ
る
が
、
そ
れ
は
別
と
し
て
、
突
き

詰
め
れ
ば
、
状
況
如
何
に
か
か
わ
ら
ず
起
債
を
や
め
ら
れ
な
か
っ
た
こ
と
と
、
過
去
の
債
務
の
償
還
が
思
う
よ
う
に
進
ま
な
か
っ
た
こ
と
に
尽
き
る

と
い
わ
れ
る
（
16
）。
そ
れ
で
は
、
基
本
法
に
ま
で
起
債
制
限
を
規
定
し
な
が
ら
、
ど
う
し
て
こ
の
財
政
規
律
は
機
能
し
な
か
っ
た
の
か
、
こ
の
点
こ
そ
、

わ
が
国
財
政
法
四
条
の
規
定
を
検
証
す
る
に
当
た
っ
て
大
い
に
参
考
に
な
る
と
考
え
た
か
ら
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
基
本
法
旧
一
一
五
条

に
起
債
制
限
規
範
と
し
て
ど
こ
に
問
題
が
あ
っ
た
の
か
、
そ
の
一
端
を
探
り
、
わ
が
国
の
公
債
発
行
制
限
の
法
的
規
律
に
関
す
る
議
論
の
参
考
に
供

す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
い
（
17
）。
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二．

公
債
の
意
義
と
問
題

１．

公
債
の
意
義

（
１
）
景
気
調
整

公
債
そ
の
も
の
は
、
ア
・
プ
リ
オ
リ
に
、
良
い
と
も
悪
い
と
も
い
え
な
い
。
少
な
く
と
も
、
起
債
を
一
切
禁
ず
れ
ば
よ
い
と
い
う
話
で
は
な
い
（
18
）。

ま
ず
、
景
気
の
変
動
に
よ
り
、
租
税
収
入
は
、
必
ず
し
も
安
定
し
な
い
も
の
と
な
る
。
国
の
支
出
、
な
か
ん
ず
く
社
会
保
障
関
連
支
出
は
、
租
税
収

入
の
減
少
と
は
反
対
に
、
増
大
す
る
。
国
が
毎
年
度
の
財
源
調
達
の
不
足
分
を
避
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
れ
ば
、
景
気
後
退
期
に
お
い
て
は
増

税
す
る
か
支
出
を
減
少
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
か
し
、
こ
れ
で
は
、
景
気
後
退
を
よ
り
悪
化
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
（
19
）。
そ
こ
で
、
と
も
か
く

も
減
税
を
し
、
あ
る
い
は
国
家
支
出
を
増
や
し
て
、
景
気
を
回
復
さ
せ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
景
気
後
退
期
に
お
い
て
は
、
減
税
や
国
の
支
出
の

増
大
は
、
景
気
の
不
安
定
を
調
整
す
る
自
動
安
定
装
置
と
し
て
作
用
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
危
機
的
な
経
済
状
況
に
な
れ
ば
な
る
ほ
ど
、
こ
の

よ
う
な
形
で
国
が
財
政
的
に
介
入
す
る
必
要
性
は
高
ま
る
。
国
の
起
債
は
こ
の
と
き
に
ど
う
し
て
も
必
要
と
な
る
（
20
）。

（
２
）
世
代
間
再
配
分

ま
た
、
投
資
の
た
め
に
公
債
を
発
行
し
、
将
来
の
償
還
及
び
利
払
い
を
、
当
該
投
資
に
よ
っ
て
期
待
さ
れ
る
収
益
（E

rträge

）
か
ら
調
達
す
る

こ
と
は
、
経
済
的
に
は
意
味
が
あ
る
と
い
う
の
も
確
か
で
あ
ろ
う
。
公
共
投
資
（
例
え
ば
高
速
道
路
の
建
設
）
は
公
の
財
産
を
増
や
し
、
将
来
の
生

産
性
も
高
め
る
（
21
）。
将
来
世
代
は
、
今
行
わ
れ
る
投
資
に
よ
っ
て
便
益
を
得
る
の
で
、
彼
ら
を
そ
の
償
還
に
関
与
さ
せ
る
こ
と
も
、
経
済
的
に
必
ず

五
九
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と
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六
〇

し
も
不
合
理
な
こ
と
で
は
な
い
（
22
）。

「pay
as
you

use

」
の
原
則
か
ら
す
れ
ば
、
公
共
投
資
か
ら
後
に
便
益
を
得
る
者
は
、
債
務
返
済
に
関
す
る
コ
ス
ト
に
関
与
さ
せ
ら
れ
て
し
か

る
べ
き
と
い
う
こ
と
に
な
る
（
23
）。
連
邦
憲
法
裁
判
所
も
、
予
算
運
営
上
の
将
来
の
収
入
の
先
取
り
は
、
い
ず
れ
に
せ
よ
、
将
来
に
便
益
を
供
与
す
る

性
格
を
伴
う
支
出
の
範
囲
に
お
い
て
の
み
許
さ
れ
る
と
し
て
い
る
（
24
）。

そ
れ
に
よ
り
、
後
年
度
の
予
算
か
ら
現
年
度
の
予
算
へ
の
財
政
手
段
の
再
配
分
、
あ
る
い
は
「
将
来
世
代
の
負
担
へ
の
世
代
間
再
配
分
」
が
果
た

さ
れ
る
こ
と
に
も
な
る
（
25
）。
投
資
が
有
益
で
あ
り
、
将
来
確
実
に
返
済
で
き
る
見
通
し
が
あ
り
、
か
つ
、
現
在
他
に
財
源
が
な
い
と
き
に
は
、
投
資

的
目
的
の
赤
字
財
政
は
む
し
ろ
望
ま
し
い
と
ま
で
い
わ
れ
る
の
で
あ
る
（
26
）。

２．

公
債
の
問
題
点

（
１
）
将
来
世
代
へ
の
負
担

問
題
な
の
は
、
将
来
の
世
代
が
、
償
還
及
び
利
払
い
の
負
担
を
負
わ
さ
れ
、
彼
ら
は
そ
れ
を
逃
れ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
将

来
の
世
代
が
、
全
く
民
主
的
に
は
関
与
し
て
い
な
い
投
資
の
た
め
に
支
払
い
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
つ
ま
り
、
彼
ら
に
は
他
人
の
好
み
が
押
し

付
け
ら
れ
る
の
で
あ
る
（
27
）。

そ
れ
ど
こ
ろ
か
、
起
債
に
よ
り
調
達
さ
れ
た
投
資
財
産
が
そ
の
う
ち
に
価
値
を
失
い
、
あ
る
い
は
ま
っ
た
く
存
在
し
な
く
な
る
か
も
し
れ
な
い
の

に
、
こ
の
た
め
に
負
っ
た
債
務
だ
け
が
引
き
続
き
存
在
す
る
ケ
ー
ス
も
考
え
ら
れ
る
。
む
し
ろ
、
債
務
が
予
定
通
り
に
返
還
さ
れ
ず
、
借
換
え
に
よ
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っ
て
更
新
さ
れ
る
こ
と
も
多
い
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、「
世
代
間
の
正
当
な
配
分
」
と
い
う
理
想
か
ら
は
遠
く
か
け
離
れ
て
し
ま
う
現
実
も
起
こ
り
う

る
の
で
あ
る
（
28
）。

さ
ら
に
、
資
本
市
場
に
お
け
る
貯
蓄
と
投
資
の
均
衡
は
、
金
利
を
通
じ
て
も
た
ら
さ
れ
る
が
、
国
が
一
定
以
上
の
起
債
を
必
要
と
す
る
場
合
、
均

衡
の
た
め
に
は
金
利
は
上
昇
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
民
間
投
資
は
減
少
し
、
消
費
の
減
少
を
も
た
ら
す
。
反
対
に
、
公
債
を
購
入
す
る
預
金
者
は
、
他

の
納
税
者
の
コ
ス
ト
で
、
金
利
上
昇
に
よ
る
利
益
を
得
る
。
彼
ら
は
一
般
に
富
裕
で
あ
り
、「
下
か
ら
上
へ
の
再
配
分
」
に
な
っ
て
し
ま
う
と
い
う

の
で
あ
る
（
29
）。

（
２
）
利
払
い
の
負
担

債
務
が
増
大
す
れ
ば
、
当
然
、
利
払
い
の
負
担
が
重
く
の
し
か
か
る
。
ド
イ
ツ
の
連
邦
予
算
に
お
い
て
は
、
一
九
九
〇
年
度
の
利
払
い
支
出
一
七

五
億
ユ
ー
ロ
か
ら
、
一
九
九
九
年
は
四
一
一
億
ユ
ー
ロ
へ
と
倍
増
し
て
い
る
。
二
〇
〇
七
年
度
予
算
を
例
に
と
れ
ば
、
利
払
い
は
三
九
三
億
ユ
ー
ロ

で
、
支
出
項
目
と
し
て
は
社
会
保
障
に
次
い
で
二
番
目
、
租
税
収
入
の
約
一
八
％
に
も
な
る
。

債
務
が
多
額
で
あ
れ
ば
、
常
に
金
利
変
動
の
リ
ス
ク
と
隣
り
合
わ
せ
と
な
る
。
連
邦
は
、
満
期
を
迎
え
る
債
務
の
償
還
の
財
源
を
調
達
す
る
た
め

に
、
毎
年
、
二
〇
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
以
上
の
規
模
に
お
い
て
新
た
な
起
債
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
常
に
こ
の
リ
ス
ク
に
さ
ら
さ
れ
て
い
る
。
特
に
、

低
金
利
の
債
務
が
借
り
換
え
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
き
に
、
状
況
次
第
で
は
、
こ
の
問
題
は
一
気
に
深
刻
化
し
う
る
（
30
）。

利
払
い
の
増
大
は
、
将
来
重
要
な
分
野
へ
の
投
資
を
も
阻
む
。
ド
イ
ツ
に
お
い
て
、
支
出
に
お
け
る
投
資
の
割
合
は
、
九
〇
年
代
以
降
、
明
ら
か

に
後
退
し
、
二
〇
〇
〇
年
以
降
は
一
〇
％
以
下
の
低
い
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
ま
た
、
二
〇
〇
七
年
度
を
例
に
と
る
と
、
利
払
い
支
出
は
投
資

支
出
を
約
六
四
％
上
回
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
も
、
投
資
の
た
め
の
債
務
の
利
払
い
が
、
新
た
な
投
資
の
足
か
せ
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が

六
一
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わ
か
る
（
31
）。
長
期
的
な
比
較
に
お
い
て
も
一
九
七
五
年
か
ら
二
〇
一
〇
年
ま
で
の
利
払
い
の
合
計
は
約
八
五
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
で
、
同
じ
期
間
の
起
債

総
額
約
八
〇
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
を
上
回
っ
て
い
る
。
本
来
、
予
算
運
営
上
の
や
り
く
り
を
柔
軟
に
す
る
た
め
の
起
債
が
、
逆
に
予
算
を
硬
直
化
さ
せ
て

し
ま
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

３．

公
債
と
法
的
規
律

公
債
の
発
行
は
、
一
般
に
、
こ
れ
を
し
な
け
れ
ば
増
税
又
は
支
出
削
減
を
強
い
ら
れ
る
状
況
に
お
い
て
行
わ
れ
る
。
増
税
も
支
出
削
減
も
行
わ
ず

予
算
均
衡
を
容
易
に
す
る
の
で
あ
る
か
ら
、
予
算
・
財
政
政
策
の
手
段
と
し
て
は
魅
力
的
で
あ
る
（
33
）。
政
治
家
に
と
っ
て
も
、
予
算
の
不
足
が
生
じ

た
と
き
、
増
税
に
よ
る
よ
り
も
、
公
債
で
補
填
す
る
方
が
は
る
か
に
好
都
合
で
あ
る
。
公
債
に
よ
っ
て
中
・
長
期
的
に
生
じ
る
負
担
は
、
増
税
と
比

べ
れ
ば
、
有
権
者
の
投
票
行
動
に
は
直
接
の
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
（
34
）。
そ
れ
ど
こ
ろ
か
、
再
選
を
目
指
す
政
治
家
と
し

て
は
、「
将
来
の
コ
ス
ト
」
に
つ
い
て
自
ら
を
「
気
前
良
く
」
見
せ
る
た
め
に
、
公
債
が
も
つ
「
タ
イ
ム
マ
シ
ン
」
の
特
性
を
利
用
し
尽
く
そ
う
と

し
、
有
権
者
も
ま
た
そ
の
誘
惑
に
負
け
、
将
来
の
負
担
に
目
を
つ
ぶ
り
が
ち
で
あ
る
と
い
わ
れ
る
の
も
否
定
し
難
い
と
こ
ろ
で
あ
ろ
う
（
35
）。

こ
の
よ
う
な
背
景
が
あ
る
に
し
て
も
、
現
実
に
、
基
本
法
旧
一
一
五
条
は
、
連
邦
予
算
に
債
務
の
基
礎
が
作
ら
れ
続
け
る
の
を
阻
止
す
る
こ
と
が

で
き
ず
、
利
払
い
支
出
の
増
大
、
支
出
構
造
の
悪
化
並
び
に
そ
こ
か
ら
生
じ
る
行
為
の
余
地
の
狭
小
化
を
も
た
ら
し
た
（
36
）。
基
本
法
旧
一
一
五
条
一

項
は
、
起
債
に
制
約
を
課
す
条
文
で
あ
る
。
し
か
し
、
実
際
に
は
、
新
た
な
起
債
が
間
断
な
く
重
ね
ら
れ
て
き
た
。
も
し
、
将
来
へ
の
負
担
の
引
き

延
ば
し
を
回
避
し
、
後
世
代
の
負
担
軽
減
を
図
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
な
ら
ば
、
も
っ
と
も
重
要
な
の
は
、
い
う
ま
で
も
な
く
、
現
世
代
の
自
制
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で
あ
る
（
37
）。
し
か
し
、
そ
れ
が
保
証
さ
れ
な
い
な
ら
、
基
本
法
旧
一
一
五
条
が
な
ぜ
予
算
実
務
に
お
い
て
機
能
し
な
か
っ
た
の
か
、
そ
の
原
因
を
探

り
、
法
的
規
律
の
再
検
討
を
通
じ
て
、
債
務
制
御
機
能
の
改
善
を
目
指
す
必
要
が
あ
る
。

三．
「
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
ル
ー
ル
」
の
問
題
点

１．
「
投
資
」
概
念
の
広
さ

基
本
法
旧
一
一
五
条
一
項
二
文
に
お
い
て
は
、「
投
資
」
が
起
債
を
許
さ
れ
る
上
限
と
な
る
。
こ
の
投
資
概
念
は
連
邦
憲
法
裁
判
所
に
よ
っ
て
も

「
広
い
」
と
さ
れ
、
内
容
的
に
限
定
を
施
す
必
要
が
指
摘
さ
れ
て
い
た
（
38
）。
こ
れ
を
受
け
、
立
法
者
は
、
一
九
九
〇
年
に
連
邦
予
算
法
（B

H
O

）
（
39
）
一

三
条
三
項
二
号
を
改
正
し
、
ど
の
よ
う
な
支
出
が
投
資
の
た
め
の
支
出
と
さ
れ
る
か
具
体
的
に
規
定
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
れ
に
応
え
た
（
40
）。
し

か
し
、
そ
れ
は
、
す
で
に
当
時
妥
当
し
て
い
た
「
投
資
支
出
の
経
済
的
用
途
の
た
め
の
分
類
別
予
算
（G

ruppierungsplan

）」
を
条
文
化
す
る
に

と
ど
ま
っ
た
も
の
で
あ
り
、
立
法
者
に
は
、
憲
法
上
の
起
債
制
限
の
趣
旨
に
沿
っ
て
規
律
を
厳
格
化
し
よ
う
と
の
意
識
は
希
薄
で
あ
っ
た
と
い
わ

れ
る
（
41
）。
そ
の
結
果
、
投
資
概
念
は
、
依
然
と
し
て
広
い
ま
ま
、
次
の
よ
う
な
弱
点
や
、
あ
い
ま
い
さ
を
残
し
た
。

ま
ず
、
Ｂ
Ｈ
Ｏ
一
三
条
三
項
二
号
と
の
関
係
に
お
い
て
、
基
本
法
旧
一
一
五
条
一
項
二
文
の
起
債
制
限
を
設
定
す
る
の
は
、
一
般
に
「
総
投
資

（B
ruttoinvestition

）」
で
あ
る
と
解
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
基
本
法
が
「
投
資
」
を
基
準
に
設
定
し
た
の
は
国
の
財
産
価
値
の
増
大
に
着
目
し

六
三



「
ド
イ
ツ
基
本
法
一
一
五
条
旧
規
定
『
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
ル
ー
ル
』
の
問
題
点
―
財
政
規
律
の
法
的
性
格
と
公
債
」

六
四

て
の
こ
と
で
あ
る
か
ら
、
正
し
く
は
そ
れ
を
表
す
「
純
資
産
（N

ettoinvestition

）」
を
基
準
と
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
主
張
が
な
さ
れ
た
（
42
）。
そ
れ

に
よ
れ
ば
、
例
え
ば
、
高
速
道
路
の
維
持
修
繕
費
用
な
ど
、
価
値
を
維
持
す
る
た
め
の
経
費
や
補
填
投
資
（E

rsatzinvestitution

）
は
「
投
資
」

か
ら
除
か
れ
る
べ
き
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
実
際
に
は
、
道
路
の
減
価
償
却
や
価
値
の
減
耗
分
も
「
投
資
」
の
際
に
は
考
慮
さ
れ
ず
、
道
路
の
修

繕
も
「
建
設
事
業
（B

aum
aßnahm

e

）」（
Ｂ
Ｈ
Ｏ
一
三
条
三
項
二
号
ａ
）
と
み
な
さ
れ
、「
投
資
」
と
し
て
計
算
さ
れ
た
（
43
）。

ま
た
、
動
産
、
不
動
産
の
取
得
も
、
社
会
的
に
は
売
却
側
の
「
負
の
投
資
（D

esinvestition

）」
と
相
殺
さ
れ
る
な
ど
の
性
質
を
も
っ
て
い
た
が
、

全
額
「
投
資
」
と
し
て
計
算
さ
れ
た
（
Ｂ
Ｈ
Ｏ
一
三
条
三
項
二
号
ｂ
、
ｃ
）。
こ
れ
に
対
し
て
資
産
の
売
却
は
（
44
）、
予
算
の
収
入
に
組
み
込
ま
れ
る
場

合
で
も
、
そ
の
金
額
を
「
投
資
」
支
出
に
充
て
る
と
い
う
考
え
方
は
と
ら
れ
な
か
っ
た
（
45
）。
こ
の
資
産
が
購
入
時
「
投
資
」
で
あ
っ
た
と
す
れ
ば
、

売
却
し
て
収
益
が
得
ら
れ
れ
ば
、
そ
の
分
「
投
資
」
か
ら
差
し
引
く
、
あ
る
い
は
売
却
は
、
資
産
そ
の
も
の
及
び
そ
こ
か
ら
得
ら
れ
る
将
来
の
収
入

の
可
能
性
を
永
続
的
に
放
棄
す
る
行
為
で
あ
る
か
ら
、「
投
資
」
の
観
点
か
ら
は
マ
イ
ナ
ス
で
あ
り
、「
負
の
投
資
」
と
し
て
「
投
資
」
額
か
ら
差
し

引
く
べ
き
、
と
い
う
批
判
も
な
さ
れ
て
い
た
（
46
）。
し
か
し
、
実
際
に
は
「
投
資
」
に
充
て
ら
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。

２．

例
外
規
定
の
不
明
確
さ

基
本
法
旧
一
一
五
条
一
項
二
文
で
起
債
が
例
外
的
に
認
め
ら
れ
る
場
合
の
「
経
済
全
体
の
均
衡
の
か
く
乱
」
概
念
が
不
明
確
で
あ
る
こ
と
も
問
題

と
さ
れ
た
。
現
に
、「
か
く
乱
」
状
況
は
、
一
九
九
一
年
以
降
、
八
予
算
年
度
に
お
い
て
「
生
じ
」、
こ
れ
は
ド
イ
ツ
に
お
い
て
も
「
例
外
が
通
例
」

（
47
）

と
い
わ
れ
る
ほ
ど
の
頻
度
で
、
し
か
も
、
ど
の
年
度
も
必
ず
し
も
説
得
的
な
根
拠
づ
け
は
な
さ
れ
て
い
な
い
と
評
さ
れ
て
い
る
（
48
）。
こ
の
よ
う
な
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「
経
済
全
体
の
均
衡
の
か
く
乱
」
概
念
の
不
明
確
さ
、
あ
る
い
は
事
実
の
評
価
や
予
測
の
困
難
さ
か
ら
、「
か
く
乱
」
状
況
が
存
す
る
か
ど
う
か
に
つ

い
て
は
、
予
算
立
法
者
に
は
、
不
可
避
的
に
評
価
の
余
地
や
判
断
の
余
地
が
伴
わ
ざ
る
を
え
な
い
の
か
も
し
れ
な
い
（
49
）。
判
断
の
余
地
が
伴
え
ば
、

裁
判
上
の
審
査
で
さ
え
、
そ
の
基
準
は
、「
正
当
さ
（R

ichtigkeit

）」
で
は
な
く
、
単
に
評
価
の
「
代
替
可
能
性
（V

ertretbarkeit

）」
に
と
ど
ま

る
こ
と
に
な
り
、
立
法
者
に
広
範
な
裁
量
を
認
め
る
結
果
と
な
っ
て
（
50
）、
起
債
の
上
限
は
、
や
す
や
す
と
超
過
さ
れ
て
い
っ
た
の
で
あ
る
（
51
）。

こ
の
点
で
、
連
邦
憲
法
裁
判
所
は
、
例
外
規
定
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、
立
法
者
に
特
別
な
理
由
づ
け
及
び
説
明
の
負
担
が
課
せ
ら
れ
る
と
し
た
（
52
）。

し
か
し
、
現
実
に
は
多
く
の
年
度
で
十
分
な
説
明
な
く
例
外
起
債
が
な
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
基
準
が
起
債
の
有
効
な
障
壁
に
な
っ
て
い
な
い
こ
と
は

明
確
に
伺
え
る
（
53
）。

さ
ら
に
、
例
外
起
債
に
つ
い
て
は
、
新
規
起
債
の
上
限
を
示
す
制
限
は
規
定
上
存
在
し
な
い
。
実
務
に
お
い
て
も
、
具
体
的
な
超
過
額
の
多
さ
に

つ
い
て
、
予
算
法
律
上
の
理
由
中
に
、
通
例
、
そ
れ
に
当
た
る
説
明
は
み
ら
れ
ず
、
超
過
の
多
寡
が
ブ
レ
ー
キ
の
役
割
を
演
じ
る
わ
け
で
も
な
い
こ

と
も
指
摘
さ
れ
る
（
54
）。
結
果
、
新
規
起
債
額
の
不
適
切
な
増
大
に
至
っ
た
の
で
あ
る
。

な
お
、
基
本
法
旧
一
一
五
条
二
項
は
、
第
一
項
の
起
債
制
限
及
び
そ
の
例
外
と
は
別
に
「
連
邦
の
特
別
財
産
に
つ
い
て
は
、
連
邦
法
律
に
よ
り
、

第
一
項
の
例
外
を
許
す
こ
と
が
で
き
る
」
と
規
定
し
、
特
別
財
産
の
設
立
を
通
し
て
債
務
を
連
邦
予
算
の
外
で
引
き
受
け
、
そ
れ
に
よ
っ
て
起
債
制

限
の
規
律
を
回
避
す
る
可
能
性
を
開
い
て
い
た
（
55
）。
こ
れ
は
、
九
〇
年
代
の
初
め
以
降
、
積
極
的
に
利
用
さ
れ
た
。
例
え
ば
、
引
継
債
務
返
還
基
金

（E
rblastentilgungsfonds

）、「
ド
イ
ツ
統
一
」
基
金
、
及
び
連
邦
鉄
道
財
産
の
特
別
財
産
に
は
、
連
邦
予
算
の
外
で
、
約
二
五
五
〇
億
ユ
ー
ロ
の

追
加
的
債
務
が
引
き
受
け
ら
れ
、
連
邦
債
務
に
組
み
入
れ
ら
れ
た
（
56
）。
こ
の
方
法
で
、
基
本
法
一
一
五
条
一
項
に
よ
る
「
古
典
的
な
」
起
債
と
並
ん

で
、
予
算
外
で
か
な
り
の
追
加
的
な
債
務
の
構
築
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
負
債
と
い
う
点
で
は
、「
古
典
的
な
」
新
規
起
債
と
変
わ
る
と
こ
ろ
は
な

六
五
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い
の
で
あ
る
（
57
）。

３．

累
積
債
務
全
体
へ
の
視
点
の
不
足

基
本
法
旧
一
一
五
条
一
項
二
文
は
、
債
務
全
体
の
制
御
と
い
う
点
か
ら
も
問
題
を
有
し
て
い
た
。
ま
ず
、
起
債
制
限
と
い
う
と
き
、
そ
れ
は
当
該

予
算
年
度
に
お
け
る
遵
守
が
求
め
ら
れ
て
い
る
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
各
年
度
の
新
規
債
務
は
、
債
務
全
体
を
上
昇
さ
せ
る
の
で
、
起
債
の

制
限
を
す
る
の
で
あ
れ
ば
、「
債
務
全
体
の
状
況
」
を
視
野
に
入
れ
る
必
要
が
あ
っ
た
の
で
あ
る
（
58
）。
唯
一
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
の
規
律
に
よ
っ
て
Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
六
〇
％
と
い
う
ラ
イ
ン
が
示
さ
れ
て
は
い
る
が
（
59
）、
し
か
し
、
基
本
法
自
体
は
何
も
語
っ
て
お
ら
ず
、
こ
の
こ
と
が
、
累
積
し
て
い
く
債
務
を

阻
止
で
き
な
か
っ
た
本
質
的
な
原
因
の
一
つ
に
挙
げ
ら
れ
る
（
60
）。

「
起
債
」
概
念
に
つ
い
て
の
問
題
も
存
在
す
る
。
す
な
わ
ち
、「
投
資
支
出
の
総
額
を
超
え
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
の
は
、「
起
債
に
よ
る
収
入
」

で
あ
る
。「
将
来
の
会
計
年
度
に
お
い
て
支
出
に
至
り
う
る
、
保
証
（B

ürgschaften

）、
担
保
（G

arantie

）
そ
の
他
の
保
証
（G

ew
ährleistungen

）」

は
、
基
本
法
一
一
五
条
一
項
一
文
の
語
義
か
ら
明
ら
か
に
「
起
債
」
に
は
入
ら
な
い
が
、
こ
れ
ら
も
将
来
債
務
を
負
う
効
果
を
及
ぼ
し
う
る
と
い
う

点
で
は
「
起
債
」
と
同
じ
だ
っ
た
の
で
あ
る
（
61
）。
ま
た
、
類
似
す
る
も
の
と
し
て
、
収
入
は
可
能
に
す
る
が
起
債
「
か
ら
」
生
じ
る
わ
け
で
は
な
い

も
の
、
例
え
ば
資
産
の
売
却
は
、
こ
の
点
で
も
問
題
と
さ
れ
た
の
で
あ
る
（
62
）。

起
債
の
返
済
に
つ
い
て
の
義
務
付
け
が
憲
法
上
規
定
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
も
大
き
な
問
題
と
さ
れ
た
。
と
り
わ
け
、
例
外
的
に
「
経
済
全
体
の
均

衡
の
か
く
乱
の
除
去
」
の
た
め
に
上
限
を
超
え
た
起
債
に
つ
い
て
、
そ
の
返
済
の
た
め
の
具
体
的
か
つ
拘
束
的
な
規
律
が
欠
け
て
い
た
点
が
問
題
で
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あ
っ
た
。
つ
ま
り
、
経
済
全
体
の
均
衡
の
か
く
乱
の
除
去
の
た
め
に
な
さ
れ
た
起
債
で
あ
れ
ば
、
景
気
の
良
い
時
期
に
返
還
す
べ
き
で
あ
り
、
基
本

法
は
立
法
者
に
そ
れ
を
義
務
付
け
て
い
な
か
っ
た
の
で
あ
る
（
63
）。
本
来
か
ら
す
れ
ば
、
債
務
を
景
気
循
環
の
ワ
ン
サ
イ
ク
ル
（
循
環
の
最
初
と
終
わ

り
は
明
確
に
は
判
断
さ
れ
え
な
い
に
し
て
も
）
ご
と
に
調
整
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
の
で
、
債
務
の
拡
張
を
許
し
な
が
ら
好
景
気
時
に
お
け
る
こ

の
債
務
の
返
済
を
要
求
し
な
い
こ
と
は
、
そ
れ
こ
そ
「
不
均
衡
（asym
m
etrisch

）」
と
さ
れ
た
の
で
あ
る
（
64
）。

ま
た
、
あ
ら
ゆ
る
起
債
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
発
生
理
由
と
は
無
関
係
に
、
単
な
る
債
務
の
付
け
替
え
と
全
く
異
な
る
と
こ
ろ
の
な
い
、
い
わ
ゆ
る

借
換
債
の
発
行
と
い
う
形
を
と
っ
て
、
償
還
す
る
こ
と
が
可
能
と
い
う
側
面
が
あ
っ
た
。
現
存
の
債
務
を
、
償
還
の
必
要
な
債
務
に
よ
っ
て
単
に
差

替
え
る
だ
け
の
結
果
、
債
務
に
は
、
あ
る
種
の
「
永
遠
の
保
証
」
が
存
在
す
る
こ
と
と
な
り
、
利
払
い
は
、
そ
の
都
度
の
金
利
水
準
と
の
関
係
で
、

そ
れ
ぞ
れ
の
追
加
的
な
起
債
で
も
っ
て
、
さ
ら
に
増
大
し
う
る
可
能
性
を
秘
め
て
い
た
の
で
あ
る
（
65
）。

４．

予
算
執
行
に
お
け
る
起
債
授
権
の
残
の
利
用

起
債
制
限
の
超
過
は
、
起
債
授
権
の
残
の
利
用
に
つ
い
て
予
算
実
務
で
利
用
さ
れ
て
い
た
、
い
わ
ゆ
る
「FiFo

方
式
」
（
66
）
に
よ
っ
て
、
予
算
執
行

に
お
け
る
段
階
で
容
易
に
な
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
、「
冷
蔵
庫
原
則
」
（
67
）
と
も
い
わ
れ
た
方
法
に
よ
っ
て
、
連
邦
財
務
省
は
、
予
算
執
行
に
お
い
て
、

な
お
有
効
な
前
の
年
度
の
起
債
授
権
を
利
用
し
、
そ
れ
に
よ
っ
て
、
現
予
算
年
度
の
た
め
に
議
会
か
ら
付
与
さ
れ
た
起
債
授
権
を
大
切
に
保
存
し
た

の
で
あ
る
。
こ
の
会
計
実
務
に
よ
っ
て
、
予
算
法
律
自
体
が
起
債
の
上
限
を
遵
守
し
て
い
る
場
合
で
も
、
予
算
執
行
の
段
階
に
お
い
て
上
限
が
破
ら

れ
た
の
で
あ
る
（
68
）。

六
七
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六
八

過
去
の
年
度
に
お
い
て
は
、
こ
の
方
法
で
、
起
債
授
権
の
残
が
数
百
億
ユ
ー
ロ
積
み
上
げ
ら
れ
て
い
た
。
さ
ら
に
、
二
〇
〇
二
年
度
か
ら
二
〇
〇

四
年
度
ま
で
の
予
算
年
度
に
お
い
て
は
、
経
済
全
体
の
均
衡
の
か
く
乱
が
解
消
さ
れ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
年
度
を
ま
た
い
だ
使
い
残
し
の
「
貯
金
」

は
一
一
五
億
ユ
ー
ロ
に
も
上
っ
た
。
一
九
九
六
年
及
び
二
〇
〇
五
年
度
の
予
算
年
度
に
お
い
て
は
、
補
正
予
算
を
提
示
し
な
い
ま
ま
財
源
を
あ
ま
り

「
騒
が
ず
（geräuschlos

）」
確
保
す
る
た
め
に
、
こ
の
起
債
授
権
の
「
貯
金
」
が
使
わ
れ
る
と
い
う
こ
と
も
行
わ
れ
た
（
69
）。
両
年
度
と
も
、
当
該
年

度
の
単
位
で
み
れ
ば
起
債
の
上
限
を
明
ら
か
に
超
え
た
た
め
に
、
本
来
で
あ
れ
ば
、
基
本
法
一
一
五
条
一
項
二
文
の
例
外
規
定
が
適
用
に
な
り
、
補

正
予
算
に
よ
る
べ
き
ケ
ー
ス
で
あ
っ
た
（
70
）。
ち
な
み
に
、
二
〇
〇
七
年
度
に
、
起
債
授
権
の
残
が
記
録
的
な
二
〇
一
億
ユ
ー
ロ
に
増
大
し
た
こ
と
で
、

連
邦
財
務
省
は
、
よ
う
や
く
そ
の
一
部
、
一
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
を
放
棄
し
て
い
る
（
71
）。

５．

サ
ン
ク
シ
ョ
ン
の
欠
如

基
本
法
旧
一
一
五
条
は
、
サ
ン
ク
シ
ョ
ン
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
欠
い
て
い
た
。
た
と
え
立
法
者
に
よ
っ
て
経
済
全
体
の
均
衡
の
「
か
く
乱
」
に
起
因

し
な
い
起
債
授
権
が
な
さ
れ
、
連
邦
予
算
に
憲
法
違
反
の
状
態
が
生
じ
た
と
し
て
も
、
こ
れ
に
対
す
る
サ
ン
ク
シ
ョ
ン
は
用
意
さ
れ
て
お
ら
ず
、
債

務
の
返
還
す
ら
行
わ
れ
る
わ
け
で
は
な
か
っ
た
（
72
）。
仮
に
連
邦
憲
法
裁
判
所
に
よ
る
憲
法
違
反
の
確
認
が
な
さ
れ
て
も
、
こ
の
確
認
は
、
か
な
り
遅

れ
て
の
こ
と
で
あ
り
、
有
権
者
に
よ
る
間
接
的
な
「
制
裁
」
も
期
待
で
き
ず
、
有
効
な
サ
ン
ク
シ
ョ
ン
と
は
な
り
え
な
か
っ
た
の
で
あ
る
（
73
）。
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四．

お
わ
り
に
│
│
起
債
制
限
と
法
律
学
の
視
点

い
わ
ゆ
る
「
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
ル
ー
ル
」
に
つ
い
て
は
、
大
宗
、
前
述
の
よ
う
な
問
題
点
が
指
摘
さ
れ
て
き
た
。
債
務
残
高
増
大
を
も
た
ら
し
た
原

因
を
基
本
法
旧
一
一
五
条
に
絞
っ
て
探
っ
た
う
え
で
、
エ
ン
ゲ
ル
ス
に
よ
れ
ば
、
次
の
二
点
が
確
認
さ
れ
る
と
い
う
（
74
）。
一
つ
は
、
過
剰
な
債
務
は

阻
止
さ
れ
る
べ
き
こ
と
が
基
本
法
上
の
規
範
で
あ
る
こ
と
を
実
務
の
支
配
的
な
理
解
に
す
る
た
め
に
は
、
改
革
が
必
要
で
あ
る
と
い
う
こ
と
、
二
つ

目
は
、
少
な
く
と
も
将
来
、
過
剰
な
債
務
が
排
除
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
れ
ば
、
可
能
な
限
り
基
本
法
改
正
が
考
慮
に
入
れ
ら
れ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
（
75
）。
法
の
観
点
か
ら
い
え
ば
、
ま
ず
は
、
現
行
法
の
解
釈
、
つ
ま
り
、
現
行
法
上
可
能
な
方
策
を
探
求
し
て
、
実
効

性
の
あ
る
起
債
制
限
を
予
算
の
策
定
及
び
実
施
の
過
程
に
及
ぼ
す
こ
と
、
そ
し
て
そ
れ
を
尽
く
し
た
う
え
で
、
必
要
が
あ
れ
ば
法
の
改
正
を
目
指
す

こ
と
、
で
あ
る
。

例
え
ば
、
連
邦
憲
法
裁
判
所
は
、
投
資
支
出
の
総
額
を
超
え
る
新
規
の
起
債
の
条
件
は
、
基
本
法
一
〇
九
条
及
び
経
済
安
定
成
長
促
進
法
一
条
の

意
味
に
お
け
る
経
済
全
体
の
均
衡
が
「
重
大
か
つ
持
続
的
に
」
か
く
乱
さ
れ
、
ま
た
は
そ
の
よ
う
な
か
く
乱
が
「
直
接
に
差
し
迫
っ
て
い
る
」
こ
と

が
必
要
で
あ
る
と
し
、
他
方
で
は
、
例
外
条
項
の
判
断
に
関
し
て
立
法
者
に
裁
量
を
承
認
し
、
そ
の
審
査
は
代
替
可
能
性
に
と
ど
ま
る
と
し
な
が
ら
、

し
か
し
、
立
法
者
は
、
例
外
条
項
の
条
件
充
足
に
つ
き
説
明
の
負
担
を
負
う
と
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
法
律
学
に
は
、
ま
ず
な
に
よ

り
、
現
行
法
制
の
も
と
で
、
実
効
性
の
あ
る
起
債
制
限
の
解
釈
可
能
性
を
追
求
す
る
作
業
が
求
め
ら
れ
よ
う
。

そ
の
う
え
で
、
ド
イ
ツ
は
、
起
債
制
限
の
た
め
の
新
し
い
規
律
を
基
本
法
改
正
と
い
う
方
法
で
選
択
し
た
。
新
し
い
規
定
は
、
均
衡
予
算
が
原
則

で
あ
る
こ
と
の
明
示
、
起
債
に
あ
た
っ
て
の
「
投
資
」
概
念
の
放
棄
、
起
債
制
限
と
し
て
Ｇ
Ｄ
Ｐ
〇．

三
五
％
の
明
示
、
例
外
の
厳
格
化
及
び
例
外

六
九
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七
〇

時
の
償
還
計
画
の
義
務
化
等
を
内
容
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
新
し
い
枠
組
み
の
詳
細
な
検
討
も
、
わ
が
国
に
お
い
て
早
急
に
取
り
組
ま
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
重
要
な
課
題
で
あ
る
。

要
は
、
現
在
及
び
将
来
の
国
民
に
と
っ
て
、
公
債
の
も
た
ら
す
効
用
を
最
大
に
し
、
弊
害
を
最
小
に
す
る
こ
と
で
あ
る
。
法
律
学
に
は
、
憲
法
の

諸
価
値
に
即
し
て
こ
の
作
業
を
行
う
視
点
が
あ
り
、
ま
た
、
こ
の
点
で
の
作
業
を
極
め
る
こ
と
こ
そ
法
律
学
に
課
さ
れ
た
使
命
で
も
あ
る
。
わ
が
国

の
債
務
制
限
規
律
の
あ
り
か
た
を
探
る
う
え
で
、
ド
イ
ツ
公
法
学
の
経
験
と
知
見
は
大
い
に
参
考
に
な
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

（
１
）
ワ
イ
マ
ー
ル
憲
法
八
七
条
は
、「
収
入
は
、
非
常
の
必
要
の
あ
る
場
合
に
限
り
、
か
つ
、
通
例
は
事
業
の
支
出
の
目
的
の
た
め
に
の
み
、
起
債
の
方
法
で
調
達
す
る
こ
と

が
で
き
る
。
か
か
る
調
達
及
び
ラ
イ
ヒ
の
負
担
に
帰
す
る
保
証
の
引
受
け
は
、
ラ
イ
ヒ
法
律
の
根
拠
に
基
づ
い
て
の
み
、
こ
れ
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。」
と
規
定
さ
れ

て
い
た
。

（
２
）C

hristian
K
astrop,G

isela
M
eister-Scheufelen,M

argaretha
Sudhof(H

rsg.),D
ie
neuen

Schuldenregeln
im
G
rundgesetz:Zur

Fortentw
icklung

der
bundesstaatlichen

Finanzbeziehungen,2010,S.23.

（
３
）K

astrop,u.a.(H
rsg.),a.a.O

.(A
nm
.2),S.22

に
よ
れ
ば
、
こ
の
間
、
数
十
年
に
わ
た
り
、
半
ば
感
情
も
伴
う
論
争
が
行
わ
れ
た
と
い
う
が
、
こ
こ
に
立
ち
入
ら
な
く

て
も
、「
規
律
拘
束
的
」
な
予
算
・
国
庫
政
策
か
「
自
由
裁
量
的
」
な
そ
れ
か
は
、
経
済
的
及
び
政
治
的
確
信
次
第
で
あ
っ
た
こ
と
が
確
認
で
き
る
と
い
う
。
そ
し
て
、

こ
こ
で
問
題
と
な
る
の
は
、
経
済
的
・
政
治
的
に
重
要
な
事
項
が
、
そ
も
そ
も
制
度
又
は
規
律
に
よ
っ
て
「
非
政
治
化
」
さ
れ
て
も
よ
い
の
か
、
あ
る
い
は
さ
れ
る
べ
き

な
の
か
、
も
し
そ
う
だ
と
し
て
そ
れ
は
ど
こ
ま
で
か
、
と
い
う
、
原
則
的
な
考
え
方
で
あ
り，

そ
の
限
り
で
、
権
力
分
立
、
つ
ま
り
立
法
府
、
執
行
府
及
び
司
法
府
の
関

係
の
基
本
に
も
か
か
わ
っ
て
く
る
と
い
う
。

（
４
）
基
本
法
旧
一
〇
九
条
二
項
に
お
い
て
も
「
連
邦
及
び
州
は
、
予
算
運
営
に
あ
た
り
、
経
済
全
体
の
均
衡
の
必
要
性
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
規
定
さ
れ
て
い

た
。
な
お
、「
起
債
」
はK

redit

（
信
用
）
に
か
か
る
訳
語
で
あ
り
、
本
稿
に
お
い
て
「
起
債
」
と
い
う
場
合
、
信
用
市
場
に
お
け
る
借
入
れ
を
意
味
す
る
。

（
５
）G
esetz

zur
Förderung

der
Stabilitätund

des
W
achstum

s
der
W
irtschaftvom

8.Juni1967
(B
G
B
lIS.582).



西
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（
６
）
こ
れ
ら
の
概
念
及
び
法
的
仕
組
み
に
つ
き
、
手
島
孝
『
憲
法
学
の
開
拓
線
』（
三
省
堂
、
一
九
八
五
年
）
二
三
四
頁
、
村
上
武
則
『
給
付
行
政
の
理
論
』（
有
信
堂
、
二

〇
〇
二
年
）
二
四
三
頁
以
下
参
照
。

（
７
）
当
該
年
度
に
お
け
る
起
債
総
額
か
ら
満
期
を
迎
え
た
債
務
の
償
還
の
た
め
の
起
債
額
を
除
い
た
も
の
。

（
８
）B

V
erfG
,U
rteilvom

18.A
pril1989,B

V
erfG
E
79,S.311ff.,334.

（
９
）D

ieter
E
ngels/

D
ieter

H
ugo,V

erschuldung
des
B
undes

und
rechtliche

Schuldengrenzen,D
Ö
V
2007,S.445ff.,445.

（
10
）
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
ル
ー
ル
に
つ
い
て
、K

astrop
u.a.(H

rsg.),
a.a.O

.(A
nm
.2),
S.24;

H
erm
ann

P
ünder,

Staatsverschuldung,
in:
Josef

Isensee,
Paul

K
irchhof,H

andbuch
des
Staatsrechts,2007,S.1323ff.,1326

参
照
。

（
11
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.446.

（
12
）
同
条
は
、「
国
の
歳
出
は
、
公
債
又
は
借
入
金
以
外
の
歳
入
を
以
て
、
そ
の
財
源
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
但
し
、
公
共
事
業
費
、
出
資
金
及
び
貸
付
金
の
財
源
に
つ

い
て
は
、
国
会
の
議
決
を
経
た
金
額
の
範
囲
内
で
、
公
債
を
発
行
し
又
は
借
入
金
を
な
す
こ
と
が
で
き
る
。
②
前
項
但
書
の
規
定
に
よ
り
公
債
を
発
行
し
又
は
借
入
金
を

な
す
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
償
還
の
計
画
を
国
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
③
第
一
項
に
規
定
す
る
公
共
事
業
費
の
範
囲
に
つ
い
て
は
、
毎
会
計
年
度
、
国
会

の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」
と
規
定
す
る
。
立
法
過
程
に
つ
き
、
林
健
久
「
健
全
財
政
主
義
―
成
立
・
展
開
・
崩
壊
」『
戦
後
改
革
８
改
革
後
の
日
本
経
済
』

（
東
京
大
学
出
版
会
、
一
九
七
五
年
）
一
九
七
頁
以
下
、
同
条
の
意
義
と
問
題
点
に
つ
き
、
杉
村
章
三
郎
『
財
政
法
〔
新
版
〕』（
有
斐
閣
、
一
九
八
二
年
）
四
六
頁
以
下
、

村
瀬
吉
彦
「
国
債
」『
現
代
行
政
法
大
系10

財
政
』（
有
斐
閣
、
一
九
八
四
年
）
一
〇
九
頁
以
下
、
坂
野
光
俊
「
戦
後
五
〇
年
と
公
債
問
題
│
│
財
政
法
四
条
の
意
義
に

関
連
し
て
│
│
」
日
本
財
政
法
学
会
編
『
戦
後
五
〇
年
と
財
政
法
研
究
（
１
）
│
国
家
財
政
』（
龍
星
出
版
、
一
九
九
七
年
）
二
七
頁
以
下
、
安
藤
実
「
国
債
と
財
政
法
」

静
岡
大
学
法
経
研
究
二
七
巻
四
号
（
一
九
七
九
年
）
六
四
頁
以
下
、
岩
波
一
寛
「
公
債
政
策
と
財
政
法
４
条
」
経
済
学
論
纂
（
中
央
大
学
）
三
二
巻
一
・
二
号
（
一
九
九

一
年
）
八
五
頁
以
下
な
ど
参
照
。

（
13
）B

V
erfG
,U
rteilvom

9.Juli2007.

連
邦
憲
法
裁
判
所
は
、
判
決
の
な
か
で
、
国
家
の
債
務
政
策
の
合
理
的
な
制
御
と
制
限
の
憲
法
上
の
装
置
と
し
て
の
規
律
コ
ン
セ

プ
ト
が
、
実
際
に
は
、
有
効
な
も
の
と
し
て
実
証
さ
れ
な
か
っ
た
と
判
断
し
、
結
論
と
し
て
基
本
法
旧
一
一
五
条
改
正
の
必
要
に
ま
で
言
及
し
て
い
る
。B

V
erfG

E
119,

S.96ff.,141f.

（
14
）
第
二
次
連
邦
制
度
改
革
及
び
そ
の
中
で
の
債
務
制
限
規
律
の
改
革
に
つ
き
、
戸
部
真
澄
「
ド
イ
ツ
連
邦
制
度
改
革
に
お
け
る
財
政
改
革
」
環
境
研
究
一
四
九
号
（
二
〇

〇
八
年
）
一
五
二
頁
以
下
参
照
。

（
15
）G
esetz

zur
Ä
nderung

des
G
rundgesetzes

vom
29.Juli2009,B

G
B
l.IS.2248.

改
正
内
容
に
つ
き
、
山
口
和
人
「
ド
イ
ツ
の
第
二
次
連
邦
制
改
革
（
連
邦
と
州

七
一



「
ド
イ
ツ
基
本
法
一
一
五
条
旧
規
定
『
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
ル
ー
ル
』
の
問
題
点
―
財
政
規
律
の
法
的
性
格
と
公
債
」

七
二

の
財
政
関
係
）（
１
）
│
│
基
本
法
の
改
正
」
外
国
の
立
法
二
四
三
号
（
二
〇
一
〇
年
）
三
頁
以
下
、
渡
辺
富
久
子
「
ド
イ
ツ
の
第
二
次
連
邦
制
改
革
（
連
邦
と
州
の
財
政

関
係
）（
２
）
│
│
財
政
赤
字
削
減
の
た
め
の
法
整
備
│
│
」
外
国
の
立
法
二
四
六
号
（
二
〇
一
〇
年
）
八
六
頁
以
下
参
照
。

（
16
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.446.

（
17
）
本
稿
に
お
け
る
ド
イ
ツ
の
検
討
対
象
は
連
邦
を
中
心
と
す
る
。
な
お
、
連
邦
の
二
〇
〇
九
年
度
資
産
計
算
書
に
お
け
る
「
負
債
」
の
う
ち
「
信
用
市
場
に
お
け
る
債
務
」

（
公
債
）
は
お
よ
そ
三
分
の
二
を
占
め
て
い
る
。

（
18
）
経
済
的
視
点
か
ら
、
公
債
発
行
の
是
非
を
め
ぐ
る
議
論
は
「
信
念
の
戦
い
」
と
も
評
さ
れ
る
。
つ
ま
り
、
根
本
的
な
考
え
の
相
違
か
ら
、
起
債
を
否
定
的
に
捉
え
る
立

場
と
そ
う
で
な
い
立
場
と
に
分
か
れ
、
前
者
の
立
場
に
お
い
て
は
、
例
え
ば
ア
ダ
ム
・
ス
ミ
ス
が
、
国
家
支
出
、
特
に
戦
費
の
信
用
調
達
は
絶
え
ず
増
大
す
る
債
務
負
担

及
び
そ
れ
に
伴
う
租
税
負
担
に
必
然
的
に
至
る
と
い
う
こ
と
か
ら
出
発
し
、
ま
た
、
ヒ
ュ
ー
ム
が
、
長
い
期
間
続
け
ば
国
家
を
破
壊
す
る
で
あ
ろ
う
と
こ
ろ
の
、
債
務
の

ス
パ
イ
ラ
ル
及
び
租
税
の
ス
パ
イ
ラ
ル
と
い
う
恐
怖
の
シ
ナ
リ
オ
を
描
く
の
が
代
表
的
で
あ
る
。
反
対
に
公
債
発
行
を
擁
護
す
る
立
場
は
、
代
表
的
に
は
、
ロ
ー
レ
ン

ツ
・
フ
ォ
ン
・
シ
ュ
タ
イ
ン
が
、
世
代
間
の
負
担
分
配
を
ま
さ
に
積
極
に
解
し
、
債
務
の
な
い
国
家
は
、
将
来
に
余
り
に
も
な
に
も
な
さ
な
さ
す
ぎ
、
ま
た
は
現
在
に
余

り
に
多
く
を
要
求
す
る
も
の
で
あ
る
、
と
の
テ
ー
ゼ
を
刻
ん
だ
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
ま
た
、
リ
チ
ャ
ー
ド
・
マ
ス
グ
レ
イ
ブ
は
、
イ
ン
フ
ラ
（
橋
、
道
路
、
運
河
）
の

建
設
の
措
置
を
、
将
来
の
世
代
が
そ
こ
か
ら
い
ず
れ
に
し
て
も
便
益
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
の
に
も
か
か
わ
ら
ず
現
在
の
世
代
の
租
税
で
調
達
す
る
こ
と
は
不
適
切
と
み

な
し
、「pay

as
you

use

」
と
い
う
原
則
を
定
式
化
し
た
。
以
上
、H

enning
T
appe,D

ie
neue

,,Schuldenbrem
se

im
G
rundgesetz

│D
efizit

(in)
der

F öderalism
usreform

│
－,D

Ö
V
2009,S.881ff.,S.882.

（
19
）B

ernd
Scholl,D

ie
N
euregelung

der
V
erschuldungsregeln

von
B
und
und
Ländern

in
den
A
rt.109

und
115
G
G
,D

Ö
V
2010,S.160ff.,162.

（
20
）
こ
の
よ
う
に
み
る
と
、
予
算
均
衡
も
、
必
ず
し
も
毎
予
算
年
度
ご
と
に
厳
格
に
均
衡
が
達
成
さ
れ
る
べ
き
と
い
う
こ
と
で
は
な
く
、
中
期
的
な
予
算
循
環
を
一
つ
の
目

安
に
対
応
す
れ
ば
よ
い
と
い
う
側
面
の
あ
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
。
不
景
気
の
際
の
予
算
不
足
は
好
景
気
の
際
の
歳
入
超
過
に
よ
っ
て
均
衡
さ
れ
れ
ば
よ
い
こ
と
に
な
る
。

Scholl,a.a.O
.(A
nm
.19),S.162.

（
21
）Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.161.

（
22
）Scholl,a.a.O
.(A
nm
.19),S.162;B

V
erfG
E
79,S.334.

（
23
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.448.

（
24
）B

V
erfG
E
79,S.334.

（
25
）Tappe,a.a.O

.(A
nm
.18),S.881f.
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（
26
）
井
堀
利
宏
『
財
政
赤
字
の
正
し
い
考
え
方
』（
東
洋
経
済
新
報
社
、
二
〇
〇
〇
年
）
一
六
頁
。

（
27
）Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.162.

（
28
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.448.

（
29
）Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.161f.

（
30
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.447.

（
31
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.447f.

（
32
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.448.

（
33
）Tappe,a.a.O

.(A
nm
.18),S.881f.

（
34
）「
国
家
債
務
の
誘
惑
（Reiz

）」
は
、
ヒ
ュ
ー
ム
に
よ
る
表
現
で
あ
る
。Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.160.

（
35
）Tappe,a.a.O

.(A
nm
.18),S.883.

（
36
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.448.

（
37
）Tappe,a.a.O

.(A
nm
.18),S.883.

（
38
）B

V
erfG
E
79,S.354f.

（
39
）B

undeshaushaltsordnung
von
19.A

ugst1969
(B
G
B
l.IS.1284).

（
40
）
挙
げ
ら
れ
た
の
は
、
建
設
事
業
、
動
産
の
取
得
、
不
動
産
の
取
得
、
持
ち
分
そ
の
他
資
本
財
の
取
得
、
企
業
に
対
す
る
債
権
及
び
持
ち
分
権
の
取
得
、
有
価
証
券
並
び

に
企
業
の
増
資
の
た
め
の
有
価
証
券
の
取
得
、
貸
付
金
（D

arlehen
）、
保
証
（G

ew
ährleistungen

）
に
基
づ
く
請
求
、
以
上
の
目
的
に
要
す
る
支
出
の
財
源
調
達
の

た
め
の
補
助
（Zuw

eisungen
und
Zuschüsse

）
で
あ
る
。

（
41
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.448.

（
42
）Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.163.

（
43
）
こ
の
点
、
収
入
と
支
出
（「
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
」）
に
の
み
目
を
向
け
る
カ
メ
ラ
ル
式
会
計
シ
ス
テ
ム
の
も
と
で
は
、
投
資
に
お
け
る
価
値
の
消
費
は
意
味
を
も
っ

て
把
握
さ
れ
え
ず
、
し
た
が
っ
て
そ
の
点
の
考
慮
が
、
起
債
の
限
界
づ
け
や
償
還
義
務
の
検
討
に
活
か
さ
れ
に
く
か
っ
た
こ
と
も
指
摘
さ
れ
て
き
た
。「
投
資
」
は
、
将

来
の
資
本
の
蓄
積
や
生
産
へ
の
積
極
的
効
果
が
予
測
さ
れ
る
支
出
で
あ
り
、
償
還
期
に
そ
れ
を
売
却
し
て
「
純
粋
な
」
収
入
に
至
り
う
る
と
す
れ
ば
、
予
算
案
の
時
点
で

減
価
償
却
分
や
売
却
価
格
を
把
握
し
、「
投
資
」
や
起
債
判
断
に
活
か
す
こ
と
も
考
え
ら
れ
た
が
、
実
務
で
は
行
わ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
以
上
、T

ap
p
e,

七
三



「
ド
イ
ツ
基
本
法
一
一
五
条
旧
規
定
『
ゴ
ー
ル
デ
ン
・
ル
ー
ル
』
の
問
題
点
―
財
政
規
律
の
法
的
性
格
と
公
債
」

七
四

a.a.O
.(A
nm
.18),S.884.

（
44
）
以
前
の
予
算
年
度
に
お
い
て
中
心
を
占
め
た
の
は
、
連
邦
の
持
ち
分
の
売
却
で
あ
っ
た
。
二
〇
〇
六
年
度
ま
で
に
、
予
算
の
調
達
に
算
入
さ
れ
た
持
株
売
却
か
ら
の
収

入
は
、
約
八
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
に
達
し
た
。
二
〇
〇
七
年
度
連
邦
予
算
に
お
い
て
は
、
民
間
化
に
よ
る
収
益
（Privatisierungserlöse

）
が
九
二
億
ユ
ー
ロ
見
積
も
ら
れ

た
。
こ
れ
ら
は
対
応
す
る
債
務
の
返
済
に
充
て
ら
れ
る
こ
と
な
く
使
用
さ
れ
て
い
る
。E
ngels

/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.450.

こ
の
事
態
は
、
後
の
世
代
に
債
務

の
み
な
ら
ず
、
そ
れ
に
対
応
す
る
財
産
を
委
ね
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
基
本
法
一
一
五
条
に
矛
盾
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。B

em
erkungen

2006,N
r.2.3.5.

（
45
）
譲
渡
収
益
に
つ
い
て
は
唯
一
、
バ
イ
エ
ル
ン
州
の
憲
法
に
お
い
て
、
不
動
産
で
あ
る
財
産
の
譲
渡
収
益
は
こ
の
財
産
の
代
わ
り
に
新
し
く
取
得
さ
れ
る
も
の
の
た
め
に

使
用
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
旨
規
定
さ
れ
て
い
る
（
八
一
条
二
文
）。

（
46
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.448;Tappe,a.a.O

.(A
nm
.18),S.884;Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.163.

（
47
）Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.163.

（
48
）Tappe,a.a.O

.(A
nm
.18),S.884f.

（
49
）B

V
erfG
E
79,S.343.

（
50
）Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.163.

（
51
）Tappe,a.a.O

.(A
nm
.18),S.884f.

（
52
）B

V
erfG
E
79,S.343ff.

（
53
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.449.

（
54
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.449.

（
55
）Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.164.

（
56
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.450.

（
57
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.450.

（
58
）Tappe,a.a.O
.(A
nm
.18),S.883;Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.163.

（
59
）
欧
州
共
同
体
設
立
条
約
一
〇
四
条
二
項
ｂ
、
リ
ス
ボ
ン
条
約
一
二
六
条
一
項
・
二
項
に
よ
る
。

（
60
）Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.163.

（
61
）
こ
れ
ら
に
は
、
も
ち
ろ
ん
別
途
、
議
会
の
授
権
は
必
要
で
あ
る
。
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（
62
）Tappe,a.a.O

.(A
nm
.18),S.884.

（
63
）Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.163.

（
64
）Tappe,a.a.O

.(A
nm
.18),S.883f.

（
65
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.449.

（
66
）「Firstin

Firstout
」
方
式
で
あ
る
。
特
に
連
邦
会
計
検
査
院
が
繰
り
返
し
批
判
し
（
例
え
ば
、B

em
erkungen

2007;B
T-D
rs.16/7100

N
r.1.4.1

）、
前
年
度
の
起

債
授
権
を
利
用
す
る
前
に
ま
ず
当
該
年
度
の
起
債
授
権
を
利
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
た
（LiFo

方
式
）。
ま
た
、
利
用
さ
れ
な
か
っ
た
起
債
授
権
の
残
は
、

通
常
の
場
合
で
一
年
後
に
利
用
で
き
な
く
な
る
と
さ
れ
た
（
Ｂ
Ｈ
Ｏ
一
八
条
三
項
）。

（
67
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.449.

（
68
）Tappe,a.a.O

.(A
nm
.18),S.885.

（
69
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.449f.

（
70
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.449f.

（
71
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.449f.

（
72
）Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.164.

（
73
）Scholl,a.a.O

.(A
nm
.19),S.164.

（
74
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.450f.

（
75
）E

ngels
/
H
ugo,a.a.O

.(A
nm
.9),S.450.

七
五




